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発生頻度は低いが、ひとたび生起すると大きな被害をもたらす低頻度メガリ

スク型沿岸域災害への対策には、災害時に減災効果があり平常時にも社会的効

用がある対策が有効であり、こうした多様な効用を有する施策（後悔しない政

策）の導入にあたっては、評価手法及び地域住民等と行政との合意形成手法の

検討が必要となる。本稿では、低頻度メガリスク型災害に対する対策として、

後悔しない政策の導入における合意形成を確立するために必要な検討のフレー

ムを整理した。 

後悔しない政策に関わる対策の実施主体、対策の多様な効用を享受する主体

は、公共に限定されず、住民や公益サービス等を含む企業等である。合意形成

の対象となるこれらのステークホルダー間で後悔しない政策に対する合意形成

を図り、個別に対策を進めるために、費用負担と受益の構造を明確にした上で、

地域住民とのリスクコミュニケーション、地域の企業やライフライン事業者の

社会的責任（ＣＳＲ）への態度形成が重要であること示唆された。これらの観

点から検討のフレームを整理した。ここで扱ったメガリスクに対する後悔しな

い政策の検討は緒についたばかりであり、今後とも継続的な検討が必要である

と考えている。 
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